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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第２四半期連結
累計期間

第61期
第２四半期連結
累計期間

第60期
第２四半期連結
会計期間

第61期
第２四半期連結
会計期間

第60期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 90,106 57,370 45,114 32,203 167,751　

経常利益（百万円） 7,356 1,120 3,102 882 3,454　

四半期（当期）純利益（百万円） 4,619 585 1,826 511 1,481　

純資産額（百万円） － － 45,985 43,196 42,725

総資産額（百万円） － － 110,662 80,511 91,703

１株当たり純資産額（円） － － 2,245.872,079.012,061.42

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
228.08 28.25 90.12 24.67 72.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
204.54 26.36 80.86 23.11 61.97

自己資本比率（％） － － 41.1 53.5 46.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
72 12,675 － － 1,521

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△204 △790 － － △3,739

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△263 △11,875 － － 1,289

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 1,818 1,296 1,286

従業員数（人） － － 411 471 427

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．平成21年６月29日に三協則武鋼業株式会社の株式を追加取得し連結子会社としており、貸借対照表については第

61期第１四半期連結会計期間末より、損益計算書およびキャッシュ・フロー計算書については第61期第２四

半期連結会計期間より連結しております。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 471     

　（注）従業員数は就業人員であります。なお、嘱託は含まれておりません。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 386     

　（注）従業員数は就業人員であります。なお、嘱託は含まれておりません。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

(1）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

鉄鋼・建材商品販売事業（百万円） 25,365 65.3

工事請負事業（百万円） 6,658 109.1

不動産賃貸等事業（百万円） 195 103.0

消去又は全社（百万円） △15 166.7

合計（百万円） 32,203 71.4

　（注）１．総販売実績に対し10％以上の販売を行っている相手先はありません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

鉄鋼・建材商品販売事業（百万円）
20,041 51.3 

(754) (10.9) 

工事請負事業（百万円） 6,328 110.4 

不動産賃貸等事業（百万円） 52 85.2 

合計（百万円）
26,422 58.9 

(754) (10.9) 

　（注）１．（　）内の数字は、輸入金額であり内書で表示してあります。

２．仕入実績には、商品仕入・材料仕入のほか、商品加工費ならびにその他の事業費を含めております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

  当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

(1)業績の状況

当第２四半期連結会計期間の我が国経済は、経済対策の効果により一部で持ち直しの動きがみられたものの世界同

時不況の影響は根強く、企業収益や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷など、引き続き厳しい状況が続いております。

　鉄鋼流通業界におきましても、公共投資、民間設備投資の停滞により鉄鋼需要も依然として低調に推移しており、企業

間競争が益々激化するなど深刻な状況が続いております。　

　このような環境のなか、当社グループにおきましては、従来からの基本戦略である「販売エリアの拡大」と「販売

シェアの向上」に積極果敢に取組むべく東京支店において神奈川県川崎市に自社岸壁を備え物流コスト削減につなが

るストックヤードの建設を計画し、また九州の加工拠点である西日本スチールセンター株式会社においては新たな販

売先の開拓を視野に日本最大級となる加工ラインを増設中であり来春稼動を予定しております。さらに仕入面におき

ましても三協則武鋼業株式会社、横浜鋼業株式会社、西日本スチールセンター株式会社を含めた当社グループの販売力

を生かして一括仕入による原価低減を推進し、かつ、グループ間の在庫活用を優先し在庫数量の適正化をはかるなど市

場の動向に左右されにくい強固な営業体制の確立を目指しております。 

  しかしながら、第１四半期連結会計期間より販売状況は改善いたしましたが、経済停滞の影響は避けられず需要不振

による鋼材市況の低迷と販売数量の減少により売上・利益ともに前年同四半期連結会計期間に比べ厳しい状況で推移

いたしました。この結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は、三協則武鋼業株式会社が連結になったものの322億３

百万円（前年同四半期比28.6％減）となりました。損益面におきましても依然として棚卸評価損を計上するなど利益

を確保することが難しい状況が続き、営業利益８億45百万円（前年同四半期比72.4％減）、経常利益８億82百万円（前

年同四半期比71.6％減）、四半期純利益は５億11百万円（前年同四半期比72.0％減）となりました。

　　

　　（セグメント別業績）

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

  売上高　  (前年同四半期比)  営業利益  (前年同四半期比)

（鉄鋼・建材商品販売事業） 25,365百万円          （34.7％減）673百万円　　　　　（76.4％減）

（工事請負事業） 6,658百万円　　　　　（ 9.1％増） 148百万円　　　　　（ 7.0％減）

（不動産賃貸等事業） 　195百万円　　　　　（ 3.0％増） 　96百万円　　　　　（23.9％減）

計 32,218百万円　　　　　（28.6％減）　919百万円　　　　　（70.7％減）　

消去又は全社 △15百万円　　　　　（66.7％増）　 △73百万円　　　　　（ 4.5％減）　

連結 32,203百万円　　　　　（28.6％減）　845百万円　　　　　（72.4％減）　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、１億53百万円減少し当第２

四半期末の現金及び現金同等物は12億96百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果得られた資金は64億55百万円（前年同四半期は４億96百万円の獲得）となりました。

　これは主に、売上債権ならびにたな卸資産の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果使用した資金は３億34百万円（前年同四半期は５億41百万円の使用）となりました。

　　これは主に、有形固定資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果使用した資金は62億73百万円（前年同四半期は３億77百万円の使用）となりました。

　これは主に、短期借入金ならびに長期借入金の返済および社債の償還によるものであります。 
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

　

EDINET提出書類

小野建株式会社(E01324)

四半期報告書

 7/27



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　 普通株式 21,244,830 同左

株式会社東京証券取引所

（市場第一部）

証券会員制法人福岡証券

取引所

単元株式数

100株　

計 21,244,830 同左 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれていません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成14年６月27日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 4,000 (１個につき１株)

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 613

新株予約権の行使期間
自　平成16年６月28日

至　平成24年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　613

資本組入額　307

新株予約権の行使の条件
権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役も

しくは従業員の地位にあることを要する。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

②平成16年６月25日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 441,500 (１個につき１株)

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 441,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,585

新株予約権の行使期間
自　平成18年６月26日

至　平成24年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）

発行価格　1,585

資本組入額　793

新株予約権の行使の条件
権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役も

しくは従業員の地位にあることを要する。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　

　　会社法に基づき発行した2011年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成19年９月４日取締役会決議）に

ついては、平成21年９月18日全額繰上償還しております。

 　

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日～　

平成21年９月30日　
－ 21,244,830－ 3,780 － 3,494

　

（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 1,143 5.3

小野　建 福岡県北九州市小倉北区 946 4.4

小野　哲司 福岡県北九州市八幡東区 881 4.1

小野　信介 福岡県北九州市小倉北区 872 4.1

日本マスタートラスト信託銀

行㈱（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３　 869 4.0

小野　明 福岡県北九州市戸畑区 866 4.0

小野　典子 福岡県北九州市小倉北区 743 3.4

小野　多美子 福岡県北九州市八幡東区 733 3.4

小野　哲也 福岡県北九州市小倉北区 597 2.8

㈱福岡銀行 福岡県福岡市中央区天神２－13－１ 467 2.1

計 － 8,118 38.2

（注）上記のほか、自己株式が518千株あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     518,600  － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  20,720,200207,202 －

単元未満株式 普通株式       6,030－ －

発行済株式総数 21,244,830 － －

総株主の議決権 － 207,202 －

 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

小野建株式会社
大分県大分市大字鶴

崎1995番地の１
518,600 － 518,600 2.44

計 － 518,600 － 518,600 2.44

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 777 979 1,010 1,006 993 961

最低（円） 714 734 902 898 916 872

　（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,492 1,398

受取手形及び売掛金 35,743 47,879

商品及び製品 9,410 11,566

原材料及び貯蔵品 617 343

その他 3,754 2,630

貸倒引当金 △230 △270

流動資産合計 50,787 63,547

固定資産

有形固定資産

土地 ※3
 19,001 18,203

その他（純額） 8,368 7,718

有形固定資産合計 ※1
 27,370

※1
 25,921

無形固定資産 605 483

投資その他の資産

投資有価証券 812 960

その他 1,561 1,417

貸倒引当金 △625 △628

投資その他の資産合計 1,747 1,749

固定資産合計 29,723 28,155

資産合計 80,511 91,703

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 26,228 28,925

短期借入金 4,450 11,400

1年内返済予定の長期借入金 116 216

未払法人税等 481 52

賞与引当金 199 192

役員賞与引当金 24 67

その他 3,432 2,854

流動負債合計 34,932 43,708

固定負債

社債 300 2,447

長期借入金 588 1,578

退職給付引当金 532 520

役員退職慰労引当金 513 302

その他 448 420

固定負債合計 2,382 5,269

負債合計 37,314 48,977
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,780 3,780

資本剰余金 3,509 3,509

利益剰余金 36,281 35,902

自己株式 △602 △602

株主資本合計 42,968 42,590

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 126 135

繰延ヘッジ損益 △4 0

評価・換算差額等合計 121 135

少数株主持分 106 －

純資産合計 43,196 42,725

負債純資産合計 80,511 91,703
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 90,106 57,370

売上原価 79,141 53,092

売上総利益 10,965 4,277

販売費及び一般管理費 ※1
 3,729

※1
 3,263

営業利益 7,235 1,014

営業外収益

受取利息 12 3

受取配当金 15 14

仕入割引 49 28

社債償還益 － 5

受取家賃 22 23

負ののれん償却額 12 －

助成金収入 49 31

雑収入 37 45

営業外収益合計 199 152

営業外費用

支払利息 41 16

社債利息 － 1

売上割引 35 21

為替差損 － 1

雑損失 0 6

営業外費用合計 78 47

経常利益 7,356 1,120

特別利益

固定資産売却益 267 3

投資有価証券売却益 2 0

貸倒引当金戻入額 5 －

特別利益合計 276 3

特別損失

固定資産売却損 117 2

固定資産除却損 1 29

固定資産圧縮損 － 22

投資有価証券売却損 0 0

投資有価証券評価損 22 5

過年度役員退職慰労引当金繰入額 － 6

その他 10 －

特別損失合計 151 66

税金等調整前四半期純利益 7,481 1,056

法人税等 ※2
 2,622

※2
 467

少数株主利益 239 3

四半期純利益 4,619 585
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 45,114 32,203

売上原価 40,239 29,622

売上総利益 4,874 2,581

販売費及び一般管理費 ※1
 1,810

※1
 1,735

営業利益 3,063 845

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 7 1

仕入割引 24 14

社債償還益 － 5

受取家賃 11 12

助成金収入 4 9

雑収入 23 20

営業外収益合計 74 65

営業外費用

支払利息 22 8

社債利息 － 1

売上割引 12 12

為替差損 － 1

雑損失 0 6

営業外費用合計 35 29

経常利益 3,102 882

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 13 －

特別利益合計 14 0

特別損失

固定資産売却損 117 0

固定資産除却損 0 11

固定資産圧縮損 － 0

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 4 2

過年度役員退職慰労引当金繰入額 － 6

その他 10 －

特別損失合計 133 21

税金等調整前四半期純利益 2,983 861

法人税等 ※2
 1,083

※2
 346

少数株主利益 73 3

四半期純利益 1,826 511
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,481 1,056

減価償却費 288 307

無形固定資産償却費 11 20

貸倒引当金の増減額（△は減少） △650 △48

受取利息及び受取配当金 △28 △17

負ののれん償却額 △12 －

支払利息 41 16

有形固定資産売却損益（△は益） △150 △0

売上債権の増減額（△は増加） △5,400 13,342

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,971 2,303

仕入債務の増減額（△は減少） 10,376 △4,373

その他 325 △141

小計 1,312 12,465

利息及び配当金の受取額 24 15

利息の支払額 △41 △13

法人税等の支払額 △1,223 △38

法人税等の還付額 － 246

営業活動によるキャッシュ・フロー 72 12,675

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △660 △892

有形固定資産の売却による収入 415 25

助成金収入 － 22

投資有価証券の取得による支出 △2 △1

投資有価証券の売却による収入 14 0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 68

その他 27 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー △204 △790

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 200 △7,130

長期借入金の返済による支出 － △2,098

社債の償還による支出 － △2,440

自己株式の取得による支出 △2 △0

配当金の支払額 △505 △207

その他 45 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △263 △11,875

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △395 9

現金及び現金同等物の期首残高 2,214 1,286

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,818

※
 1,296
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

 　平成21年６月29日付で三協則武鋼業株式会社の株式を追加取得し子会社と

なったことに伴い、第１四半期連結会計期間より、同社を連結の範囲に含めて

おります。なお、当該子会社のみなし取得日を第１四半期連結会計期間末日と

しているため、貸借対照表については、第１四半期連結会計期間末より、損益計

算書及びキャッシュ・フロー計算書については、当第２四半期連結会計期間よ

り連結しております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　     ３社　

２．会計処理基準に関する事項の変更 　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更　

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用してお

りましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第

１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　この変更により当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありませ

ん。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係） 

　前第２四半期連結会計期間において、「商品」と掲記していたものは、明瞭性の観点から表示方法を見直した結果、

第１四半期連結会計期間より「商品及び製品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間の「商品」に含まれる「商品及び製品」は218億82百万円、「原材料及び貯蔵品」

は４億13百万円であります。　

【簡便な会計処理】

　
 
 

当第２四半期連結累計期間 
（自　平成21年４月１日 
 至　平成21年９月30日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。

２．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。一部の子会社においては、法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項

目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、8,675百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、7,343百万円であ

ります。

―――――――― 　２　受取手形裏書譲渡高は、11百万円であります。

※３　取得価額から控除されている国庫補助金等の圧縮記

帳額は次のとおりであります。

　　　　　土地　　　　　　　　　　　　　22百万円　

――――――――

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　 　　  　　　　（百万円）

運賃 1,019 

貸倒引当金繰入額 347 

給料手当 677 

役員賞与引当金繰入額 25 

賞与引当金繰入額 374 

役員退職慰労引当金繰入額 14 

退職給付費用 49 

減価償却費 243 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　 　　  　　　　（百万円）

運賃 1,116 

貸倒引当金繰入額 35 

給料手当 713 

役員賞与引当金繰入額 24 

賞与引当金繰入額 190 

役員退職慰労引当金繰入額 17 

退職給付費用 48 

減価償却費 236 

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて記載しておりま

す。

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて記載しておりま

す。

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　 　　  　　　　（百万円）

運賃 486 

貸倒引当金繰入額 164 

給料手当 335 

役員賞与引当金繰入額 12 

賞与引当金繰入額 187 

役員退職慰労引当金繰入額 7 

退職給付費用 32 

減価償却費 130 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　 　　  　　　　（百万円）

運賃 584 

貸倒引当金繰入額 75 

給料手当 377 

役員賞与引当金繰入額 12 

賞与引当金繰入額 78 

役員退職慰労引当金繰入額 10 

退職給付費用 24 

減価償却費 122 

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて記載しておりま

す。

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて記載しておりま

す。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 1,930

預入期間が３か月を超える定期預金 △112

現金及び現金同等物 1,818

　

 （百万円）

現金及び預金勘定 1,492　

預入期間が３か月を超える定期預金 △196　

現金及び現金同等物 1,296　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平

成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　21,244,830株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 518,610株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

平成21年６月１日の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  207百万円

（ロ）１株当たり配当額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・  10.00円

（ハ）基準日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成21年３月31日

（ニ）効力発生日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成21年６月29日

（ホ）配当の原資　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　利益剰余金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

平成21年10月30日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  103百万円

（ロ）１株当たり配当額　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　 5.00円

（ハ）基準日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成21年９月30日

（ニ）効力発生日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　平成21年12月10日

（ホ）配当の原資　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 

鉄鋼・建材
商品販売事
業
（百万円）

工事請負事
業
（百万円）

不動産賃貸
等事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 38,829 6,104 180 45,114 － 45,114

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 9 9 △9 －

計 38,829 6,104 189 45,123 △9 45,114

営業利益 2,852 160 127 3,140 △76 3,063

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 

鉄鋼・建材
商品販売事
業
（百万円）

工事請負事
業
（百万円）

不動産賃貸
等事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 25,365 6,658 180 32,203 － 32,203　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 15 15 △15 －

計 25,365 6,658 195 32,218 △15 32,203

営業利益 673 148 96 919 △73 845
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前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 

鉄鋼・建材
商品販売事
業
（百万円）

工事請負事
業
（百万円）

不動産賃貸
等事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 78,613 11,131 361 90,106 － 90,106

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 18 18 △18 －

計 78,613 11,131 379 90,124 △18 90,106

営業利益 6,931 244 213 7,389 △153 7,235

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 

鉄鋼・建材
商品販売事
業
（百万円）

工事請負事
業
（百万円）

不動産賃貸
等事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 48,324 8,678 367 57,370 － 57,370

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 30 30 △30 －

計 48,324　 8,678 397 57,400 △30 57,370

営業利益 744 192 226 1,163 △149 1,014

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主要な内容

　・鉄鋼・建材商品販売事業　　　当社グループの主力商品である鉄鋼商品ならびに建材商品の販売に関する事業

　・工事請負事業　　　　　　　　建材商品の販売に伴う材料込み工事請負事業

　・不動産賃貸等事業　　　　　　当社グループ保有の不動産の賃貸事業およびゴルフ練習場運営事業

　

【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。　
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（有価証券関係）

　　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 2,079.01円 １株当たり純資産額 2,061.42円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 228.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
204.54円

１株当たり四半期純利益金額 28.25円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
26.36　円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 4,619 585

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 4,619 585

期中平均株式数（千株） 20,253 20,726

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） 1 4

（うち社債発行差金償却額） (1) (4)

普通株式増加数（千株） 2,322 1,314

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ 平成16年６月25日定時株主総会

決議ストックオプション

（新株予約権　　　441千個）

普通株式　　　　　441千株　
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 90.12円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
80.86円

１株当たり四半期純利益金額 24.67円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
23.11円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 1,826 511

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,826 511

期中平均株式数（千株） 20,263 20,726

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） 0 3

（うち社債発行差金償却額） (0) (3)

普通株式増加数（千株） 2,308 1,223

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

平成16年６月25日定時株主総会

決議ストックオプション

（新株予約権  　  　467千個）

普通株式　　　  　　467千株

平成16年６月25日定時株主総会

決議ストックオプション

（新株予約権  　  　441千個）

普通株式　　　  　　441千株

　

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

前連結会計年度末に比して著しい変動が見られない為、注記の記載を省略しております。

２【その他】

　平成21年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………103百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月10日

　（注）　平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

小野建株式会社(E01324)

四半期報告書

25/27



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

小野建株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古屋　泰生　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 村田　賢治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮本　義三　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小野建株式会社の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小野建株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

小野建株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤田　直己　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮本　義三　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小野建株式会社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小野建株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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